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１. はじめに 
 2015 年 9 月に国連加盟国によって採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の 
中核である「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals： 以下 SDGs）」について、 
日本においても、地域の取り組みが始まろうとしている。具体的には、政府が 2016 年に「持続可 
能な開発目標（SDGs）実施指針」を策定したのに続き、2017 年に「まち・ひと・しごと創生総 






体 SDGs 検討委員会から「私たちのまちにとっての SDGs 導入のためのガイドライン」が出版さ 
れるなど、地方自治体が SDGs に取り組むための準備が徐々に整いつつある。 




前者の回答を自治体の人口規模別に集計した結果からは、規模が相対的に小さい人口 5 万人未満の 
自治体ほど、行政内部での理解や経験、専門知識などの資源不足に直面している実態が明らかとな 
っている。つまり、小規模自治体における SDGs 推進課題として、その内部障壁である資源制約を 
補う施策が求められている。 
 本研究では、その施策の一つとして期待される成果連動型事業（Pay for Success、以下 PFS）を 
取り上げ、検証を実施する。PFS については、民間ノウハウを活用することで、財政コストを抑え 
つつ社会課題解決や行政効率化を推進する具体的施策として、平成 30 年 6 月に閣議決定した「未 
来投資戦略 2018」に盛り込まれ、その普及促進に向けては、内閣府に成果連動型事業推進室（PFS 
推進室）が設置されるに至っている。当該 PFS の取り組みに関し、筆者が実施してきた、資源制 
約的な中小企業の持続的成長におけるオープン化の有効性ならびに、ユーザー共同開発における文 
脈価値創出プロセスの研究観点から検証を実施することで、小規模自治体における SDGs 推進の 












ニズムを、その内部に取り入れていく必要性がある。亀井、大橋(2014)、Kamei and Ohashi(2014) 
では、その態様を、紐帯とアーキテクチャのダイナミクスで表した。資源制約のある中小企業に有 
























                        図-1 紐帯とアーキテクチャの同期循環プロセス  
出所：亀井、大橋(2014) 
2.2共同開発現場における文脈価値創出プロセス 





















力の関数で決まるとした。関連性を R（relevance）、認知効果を CE （cognitive efficiency）、 













は R=CE/EPE(expected processing effort)で示されることを提示している。また、下記図 3 のと 


























を活用するソーシャル・インパクト・ボンドも PFS の一類型としているが、本稿においては、民 
間資金を活用しない PFS に限定し、議論を進めることとする。なお、以下の記述については、令 
和元年 11 月 21 日 14 時から 16 時に神奈川自治会館 3 階会議室にて、神奈川県主催として開催さ 
れた第 1 回 SDGs 成果連動型事業推進プラットフォーム会議におけるケイスリー株式会社(2019) 
をもとに記述する。ケイスリー株式会社（本店：沖縄県那覇市、代表取締役：幸地正樹）について 
は、同社ホームページによると、主たる業務を社会的インパクト・マネジメントや成果連動型官民 










 PFS 民間委託の仕組みとして、サービス提供者が予め合意した目標を達成したときにのみ、委託 
元の行政が委託先のサービス提供者に報酬を支払う。なお、サービスの成果については、独立した 










































  課題としては以下の諸点が挙げられるとしている。 
①  新規手法の開拓、実施 
②  達成すべき成果の明文化 
③  サービス提供者選定基準策定 
④  有効手法の改良 
⑤  制度管理体制の整備 
⑥  関係者の意識改⾰ 
3.4導入可能領域 
 SDGs 各領域で、予防や早期介入等、将来起こりえる問題を未然に防ぐ事業、現在は十分な成果 
の出ていない事業、高い成果を期待できる新しい事業が導入可能と考えられている（下記図 5 参 
照）。実際に、医療および介護関連分野においては以下の PFS 事例がある。 
 RIZAP 株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役： 瀬戸健）が長野県伊那市にて実施した、
健康寿命延伸のための「健康増進プログラム」（実施期間：平成 30 年 1 月から 3 月まで）。 
同社ホームページによると、参加者 46 名の内、39 名の体力年齢を測定した結果、プログラム
実施の前後で 89.7％が体力年齢 10 歳以上の若返りに成功したとしている。 
 公文教育研究会（大阪本社：大阪府大阪市淀川区、代表取締役：池上秀徳）が奈良県天理市に



















 PFS について、前述 3.2 意義と効果に記述する、エビデンスが少なく、地域や事業者等によって 
成果のバラツキが大きい未成熟な領域とは、オープンイノベーションがその威力を発揮する不確実 
性の高い環境下に相当する。しかしながら、前述 3.3①に記述されているとおり、新規手法の開拓、 






っており、そのための仕組みが求められる。ついては、前述 3.3 課題③に挙げられている民間委託 
業者の選定において、幅広い公募の導入を提起する。 
4.2 共同開発における文脈価値創出プロセスからの考察   





方共同のコンテクストは、R=CE/EPE(expected processing effort)で示されることを実証研究し、 
ユーザー性質のハイエンド化が進むにつれ、漸進的にユーザーの EPE 関与度が大きくなるとの含 
意を得ている。つまり、共同開発における一般ユーザーは、EPE 関与少なく、CE のみの受け身型 
データ提供者となる可能性も指摘し得る。よって、一般ユーザーとの共同開発における文脈価値創 
出プロセスは、分解プロセスにて CE を感知するユーザーと、ミラー＆移転プロセスにて EPE を 
観測する開発者双方の補完性を発揮した集合的な関係構築が求められる。 
  ついては、前述 3.3 課題③に挙げられている民間委託業者の選定の段階から、住民もその選定に 
 加わり、納得した上で、自らユーザーとして民間委託業者との共同パイロット事業に参加する選考 
プロセスの導入を提言する。これにより、例え EPE 関与度が小さくとも、文脈価値創出の重要要 
素である CE データ創出に関わるモチベーションを保つことが可能となり、前述 3.3 課題⑥の関係 
者の意識改革に繋がり得る。さらに、モチベーションを高めたユーザーである住民が能動的に民間 
委託業者と共同でパイロット事業に取り組みことにより、相互補完性を発揮した文脈価値創出が期 
























られる。小規模自治体の SDGs 推進において、資源補完となる多様なサービスやテクノロジーを持 
つ企業を引き込むことができる誘因とは何か。また、本取り組みについて、住民のモチベーション 
は実際に受け身型から能動型へ変容するか。そして、パイロット事業ステージ共同開発における住 
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